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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により依然として厳しい状況が続いている。生産

活動は下げ止まりの動きがみられる。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さが残るもの

の、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、減少している。設備投資は、弱含みとなって

いる。公共投資は、堅調に推移している。輸出は、減少している。観光は、来道者数、外国

人入国者数ともに前年を大幅に下回り厳しい状況となっている。雇用情勢は、有効求人倍率

が６か月連続で前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、件数・負債総額ともに３か月

連続で前年を下回った。消費者物価は、３か月連続で前年を下回った。
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、７月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を９．２ポイン

ト上回る４２．６に上昇した。横ばいを示す５０を

１７か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．５ポイント上回る３８．７となった。横ばい

を示す５０は１６か月連続で下回った。

経済活動の再開に伴い、現状・先行きとも

にDIは３か月連続で上昇の結果となった。

６月の鉱工業生産指数は８６．２（季節調整済

指数、前月比＋８．４％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲６．６％と９か

月連続で低下した。

業種別では、化学・石油石炭製品工業など

１２業種が前月比上昇となった。食料品工業な

ど３業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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３．百貨店等販売額～９か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～９か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～営業再開し、４か月ぶりの来場者

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

６月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．４％）は、９か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲２０．６％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋４．３％）

は、衣料品、飲食料品、その他が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比▲２．７％）

は、４か月連続前年を下回った。

６月の乗用車新車登録台数は、１２，８２５台

（前年比▲２４．４％）と９か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２８．３％）、

小型車（同▲２９．１％）、軽乗用車（同▲１３．３％）

となった。

４～６月累計では、３２，０９１台（前年比

▲３１．８％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲３７．６％）、小型車（同▲２４．８％）、

軽乗用車（同▲３３．７％）となった。

６月の札幌ドームへの来場者数は、４か月

ぶりに営業再開し２千人（前年比▲９９．５％）

となった。内訳は、プロ野球、サッカーの開

催はなく、その他が２千人（同▲９８．３％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

６月の住宅着工戸数は３，１５４戸（前年比

▲１８．４％）と４か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１５．７％）、貸家

（同▲１０．４％）、給与（同▲６６．０％）、分譲

（同▲３８．４％）となった。

４～６月累計では８，９０８戸（前年比

▲１２．３％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１７．７％）、貸家（同▲７．５％）、

給与（同▲１１．９％）、分譲（同▲１５．２％）と

なった。

６月の民間非居住用建築物着工面積は、

２０５，７５５㎡（前年比＋２４．１％）と４か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲１９．５％）、非製造業（同＋２９．３％）であっ

た。

４～６月累計では、７２０，３８９㎡（前年比

＋３７．６％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋７４．１％）、非製造業（同

＋３４．６％）となった。

７月の公共工事請負金額は１，１１３億円（前

年比▲１８．６％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同＋５３．０％）

が前年を上回った。国（同▲２０．４％）、道

（同▲４．１％）、市町村（同▲１５．１％）、地方公

社（同▲７３．４％）、その他（同▲８５．３％）が

前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％
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９．来道者数～５か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～９か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１１か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

６月の国内輸送機関利用による来道者数

は、２４０千人（前年比▲８０．２％）と５か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲８２．９％）、JR（同▲８５．５％）、フェ

リー（同▲３７．７％）となった。

４～６月累計では、５０９千人（同▲８５．２％）

と前年を下回っている。

６月１９日に都道府県をまたいでの移動自粛

が全国的に解除されたことで、持ち直しの動

きがみられる。

６月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と９か月連続で前年

を下回った。

６月の貿易額は、輸出が前年比▲２９．８％の

１７２億円、輸入が同▲３０．４％の５５６億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、魚介類・同調製

品、再輸出品などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、魚介類・同調

製品などが減少した。

輸出は、４～６月累計では４８８億円（前年

比▲３０．２％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が６か月連続で低下

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに３か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～３か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９３倍（前年比▲０．２３ポイント）と６か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲１５．３％と６か月連

続で前年を下回った。業種別では、情報通信

業（同＋２３．４％）が前年を上回り、卸売業・

小売業（同▲２６．０％）、医療・福祉（同

▲１１．９％）、サービス業（同▲２２．３％）、宿泊

業・飲食サービス業（同▲３９．６％）、製造業

（同▲１８．１％）などが前年を下回った。

７月の企業倒産は、件数が１２件（前年比

▲２０．０％）、負債総額が８億円（同▲７６．６％）

だった。件数・負債総額ともに３か月連続で

前年を下回った。

業種別では小売業が６件、建設業、卸売

業、サービス・他が各２件となった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は２件

であった。

６月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．４（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は▲０．２％と、３か月連続で前年

を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、６月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（６月１０日）時点で前月比、灯

油価格は値下がりし、ガソリン価格は値上が

りした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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Ⅰ．道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて
（１）現状判断
景気判断DI（「回復しているとした企

業の割合」－「悪化しているとした企業
の割合」）は△８８と前年から６７ポイント
低下し、３年連続で低下した。
（２）先行き（回復に転じる時期）
道内景気が回復に転じる時期は「２０２０
年中」（１４％）、「２０２１年中」（５９％）、「２０２２
年以降」（２７％）となった。
２．景気先行きの懸念材料（複数回答）
今回から調査項目に追加した「新型コ

ロナウイルスの動向」（８６％）が１位と
なった。また、「国内景気の動向」（８０％）
が２１ポイント、「個人消費の動向」（６９％）
が１８ポイントと前年比大幅に上昇した。

Ⅱ．賃金の動向について

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手
当等）を引き上げ・引き上げ予定の企業
（６６％）は１１ポイント低下。特別給与
（賞与・期末手当等）を引き上げ・引き
上げ予定の企業（１０％）は１１ポイント低
下した。

特別調査

景気判断DIは３年連続で低下。定期給与の引上げ企業割合は５年ぶりに低下
道内景気と賃金の動向について

〈図表２〉賃金の引上げ推移

〈図表１〉景気判断DIの推移

回
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→
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※１９９７年および２００４年は調査実施なし
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Ⅰ 道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて

〈図表５〉道内景気が回復に転じる時期（n=370）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�２０２０年 １４ １５ ２５ １１ ９ ９ １４ １０ １２ １１ ２６ ２０ １４

（６月以前） （２）（１）（－）（－）（３）（－）（３）（３）（２）（－）（１３）（５）（－）

（７～９月） （３）（３）（３）（－）（３）（５）（３）（－）（４）（５）（４）（１０）（２）

（１０～１２月） （９）（１２）（２３）（１１）（３）（５）（８）（７）（７）（７）（９）（５）（１２）

�２０２１年 ５９ ５１ ５３ ５６ ４５ ５５ ６２ ６１ ６８ ６８ ５７ ７０ ５０

（１～３月） （８）（５）（８）（６）（３）（５）（９）（６）（７）（１４）（９）（１５）（７）

（４～６月） （２３）（１９）（１３）（２８）（１８）（２７）（２５）（３０）（３０）（３２）（９）（１５）（１７）

（７～９月） （２３）（２１）（２８）（１７）（１８）（１８）（２４）（２３）（２５）（２０）（２６）（３５）（２１）

（１０～１２月） （５）（５）（５）（６）（６）（５）（５）（３）（７）（２）（１３）（５）（５）

�２０２２年１月以降 ２７ ３４ ２３ ３３ ４５ ３６ ２４ ３０ １９ ２０ １７ １０ ３６

〈図表３〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断〈図表４〉 景気判断DI（△８８）は前年比６７ポイント低下し、３年連続の低下となった。全業種
で前年を下回り、１９９６年の調査開始以来、道内景気の現状判断は過去最低となった。

�先行き〈図表５〉
（回復に転じる時期）

道内景気が回復に転じる時期は、鉄鋼・金属製品・機械以外の業種で、「２０２１年中」が最多かつ半数
以上。ホテル・旅館業（７０％）、卸売業（６８％）、小売業（６８％）などで、「２０２１年中」の割合が高い。

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある

〈図表４〉道内景気の現状（n=380）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ２ ３ ２ ５ ３ － ２ ３ ２ ２ ４ － ２

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （２）（３）（２）（５）（３）（－）（２）（３）（２）（２）（４）（－）（２）

�横ばい状態 ７ ６ － １１ ９ ９ ７ ７ １２ ２ １２ ５ ５

�悪化している ９１ ９１ ９８ ８４ ８８ ９１ ９１ ９０ ８６ ９６ ８５ ９５ ９３

（緩やかに悪化） （２７）（２２）（１０）（２６）（３８）（１４）（２９）（３４）（２４）（３３）（２７）（－）（３８）

（急速に悪化） （６４）（７０）（８８）（５８）（５０）（７７）（６１）（５６）（６２）（６２）（５８）（９５）（５５）

景気判断DI�－� △８８ △８９ △９５ △７９ △８５ △９１ △８８ △８８ △８４ △９３ △８１ △９５ △９０

前年同時期 景気判断DI △２１ △２７ △２１ △４７ △２２ △３０ △１９ △１２ △２３ △２２ △３７ △１５ △１０

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある

特別調査

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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「国内景気の動向」の推移
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２．景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点（複数回答）

（項 目） 前年比 要 点

�新型コロナウイルスの動向（８６％） － 小売業以外の業種で１位かつ、８割以上となった。

�国内景気の動向（８０％） ＋２１ 鉄鋼・金属製品・機械（８５％）で１位。ホテル・旅館業（９０％）で他項目と同率１位。

�個人消費の動向（６９％） ＋１８ 小売業（８２％）で１位。ホテル・旅館業（９０％）で他項目と同率１位。

�雇用の動向（３７％） △４ ５業種で前年を下回る。ホテル・旅館業（３７％）で３２ポイント、運輸業（１９％）で２７ポイント低下。

�公共投資の動向（３４％） △４ 公共投資の依存度が高い建設業（６６％）、鉄鋼・金属製品・機械（５３％）で３位。

�原油価格の動向（３１％） △２１ 原油安を受け大幅に低下。運輸業（６５％）では動向を注視。

〈図表７〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移（複数回答）

※「新型コロナウイルスの動向」は２０２０年から調査項目に追加

特別調査
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〈図表８〉景気先行きの懸念材料（複数回答）（n=380）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�新型コロナウイルス
の動向 ※

① ① ① ① ① ③ ① ① ① ③ ① ① ①
８６ ８７ ９３ ９０ ８５ ７７ ８５ ８５ ８６ ７６ ９６ ９０ ８３

�国内景気の動向
② ② ③ ② ① ① ② ② ② ② ② ① ②
８０ ８４ ８３ ７９ ８５ ８６ ７８ ７１ ７９ ７８ ８５ ９０ ７６
（５９）（５８）（６５）（４２）（６４）（５０）（５９）（６３）（６０）（５２）（５０）（３９）（７１）

�個人消費の動向
③ ③ ② ② ③ ③ ① ③ ① ③
６９ ７０ ８８ ６８ ４１ ８２ ６９ ５６ ７４ ８２ ６９ ９０ ６０
（５１）（５７）（７８）（５３）（４２）（５０）（４９）（３３）（４８）（７６）（５０）（４６）（５０）

�雇用の動向
④
３７ ３４ ４３ １６ ３２ ３６ ３８ ４１ ３５ ３３ １９ ３７ ５２
（４１）（３６）（４１）（２６）（３６）（３５）（４３）（３７）（２８）（５４）（４６）（６９）（５５）

�公共投資の動向
⑤ ③ ③
３４ ２８ １０ ２１ ５３ ３２ ３７ ６６ ３５ ９ ２７ ２１ ３１
（３８）（３１）（８）（２１）（５３）（４５）（４０）（６３）（４０）（２０）（２９）（－）（３８）

�原油価格の動向 ３１ ３１ ４３ １６ ２４ ３２ ３１ ２５ ２６ ３３ ６５ ２１ ２９
（５２）（４７）（５７）（３７）（４２）（５０）（５４）（４０）（５０）（６５）（８９）（６２）（５０）

�原材料価格の動向 ３０ ３９ ４５ ２１ ４７ ３２ ２６ ３３ ３６ １１ ２３ ２１ ２１
（４３）（５７）（７６）（４２）（５６）（４０）（３８）（３９）（５２）（２６）（３２）（３９）（３１）

	中国経済の動向 ３０ ３９ ３６ ５３ ３８ ３２ ２７ ２１ ２９ ２７ ３１ ５３ １９
（３３）（３９）（４６）（２６）（４４）（３０）（３０）（２３）（３８）（３３）（３６）（３９）（２４）


欧米経済の動向 ２３ ２９ ３６ ２６ ２４ ２７ ２０ １５ ２１ ２０ ２３ ３７ １９
（１４）（１３）（１４）（１１）（１７）（１０）（１４）（１２）（１５）（２２）（１１）（１５）（１０）

�米中貿易摩擦の動向 ２２ ２３ ２４ ２１ ２１ ２７ ２１ １９ ２２ ２４ １９ ２６ １９
（３５）（４０）（４９）（３２）（４４）（２５）（３３）（２８）（３７）（２６）（３６）（４６）（３８）

�物価の動向 ２０ ２２ ３１ ５ ２４ １８ １９ １２ ２４ ２２ １２ ２６ １９
（２１）（１６）（２２）（５）（１９）（１０）（２３）（２２）（２７）（３５）（１１）（２３）（１７）


政局の動向 ２０ ２０ １７ ５ ２９ ２３ ２１ ２３ ２１ １８ １２ ３２ １９
（１４）（１３）（８）（５）（２２）（１０）（１５）（２８）（５）（１３）（１１）（８）（１０）

�住宅投資の動向
③

２０ ２５ ７ ７４ ２１ ２３ １８ ２６ ２８ １１ ８ １１ １０
（１４）（１４）（８）（３７）（１４）（５）（１４）（２４）（１７）（１３）（－）（－）（７）

�金融機関の融資姿勢 １８ ２１ ２１ ２１ １８ ２７ １７ １４ １９ ９ ２３ ３７ １７
（１１）（１３）（１１）（２１）（１１）（１５）（１０）（７）（１３）（１５）（７）（１５）（５）

�設備投資の動向 １７ １８ １２ ０ ３２ ２３ １７ ２２ ２１ ７ １２ ２１ １７
（１５）（１７）（５）（５）（３３）（２０）（１５）（２３）（１３）（７）（７）（８）（１７）

�株価の動向 １３ １２ １４ １１ １５ ５ １４ １４ １６ ９ １９ １６ １４
（１６）（１２）（１９）（－）（１７）（－）（１７）（１３）（１８）（３３）（１１）（－）（１７）

�電気料金の動向 １１ １６ ２４ ５ １５ １４ ８ ７ ９ ９ ０ ２１ １０
（１８）（３０）（３２）（３２）（３１）（２５）（１３）（９）（１２）（１５）（７）（４６）（１４）

�為替の動向 １１ １６ １４ ２６ １５ １４ ８ ７ １４ ２ ８ １６ ５
（１６）（２１）（２４）（３７）（１４）（１０）（１４）（９）（２７）（１３）（１８）（８）（７）

�金利の動向 ８ ９ １０ ５ ６ １４ ８ １０ ５ ９ ４ ５ １０
（１３）（７）（３）（５）（１１）（１０）（１６）（１６）（１７）（２０）（１１）（－）（１７）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ５ ４ ５ ５ ３ ５ ５ ３ ９ ２ ４ ５ ５

（９）（１２）（１６）（１１）（１１）（５）（９）（４）（１２）（７）（１１）（１５）（１２）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査の実績、※は前年調査項目なし
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Ⅱ 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向〈図表１０〉 「引き上げ・引き上げを予定」（６６％）が前年比１１ポイント低下し、全業種で前年を下回
る。ホテル・旅館業（３０％）で３９ポイント、食料品製造業（４４％）で２４ポイント低下。

�特別給与の動向〈図表１１〉 「引き上げ、引上げ予定」（１０％）が前年比１１ポイント低下。一方、「引き下げ・
引き下げ予定」（１６％）が１１ポイント上昇し、「引き上げ、引上げ予定」を上回る。

�賃金見直し時の重視項目
〈図表１２〉

「企業業績」（８８％）、「雇用の維持・確保」（５１％）がともに前年比３ポイン
ト低下。世間相場（２２％）が３ポイント上昇し、５業種で前年を上回る。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

１０ ４ ０ ５ ９ ５ １３ ２３ ２ １１ １２ ０ １８
（２１）（１９）（１１）（２１）（３３）（１０）（２２）（２５）（２４）（２０）（１８）（８）（２６）

�引き下げ・引き下げ予
定

１６ ２０ ２４ １６ １８ １８ １４ ５ １７ １８ ２０ ２５ ９
（５）（８）（１３）（－）（８）（５）（４）（４）（７）（４）（７）（－）（－）

�前年並みとした ３３ ２７ ２７ １６ ２６ ３６ ３６ ３８ ４３ ３４ ２８ ５ ４３
（３８）（３９）（５３）（２６）（３３）（３５）（３８）（３８）（４１）（４１）（２５）（３８）（３８）

�今のところ未定 ４１ ４９ ４９ ６３ ４７ ４１ ３８ ３３ ３８ ３６ ４０ ７０ ３０
（３５）（３４）（２４）（５３）（２５）（５０）（３６）（３３）（２９）（３５）（５０）（５４）（３６）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表９〉項目別の要点

〈図表１１〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向（n=380）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

６６ ６３ ４４ ６３ ７６ ７７ ６７ ７８ ６６ ５９ ５４ ３０ ８０
（７７）（７８）（６８）（７４）（８６）（８５）（７７）（８０）（８３）（７２）（６１）（６９）（８３）

①（定期昇給のみ実
施）

３８ ３３ １８ ３７ ４１ ４５ ４１ ４３ ４３ ３４ ３３ ２０ ５３
（４２）（４１）（５０）（４２）（３６）（３０）（４２）（４１）（４４）（３３）（３２）（５４）（５５）

②（ベースアップのみ
実施）

８ ７ ５ １６ ３ ９ ８ ８ ９ ５ ８ ５ １１
（１０）（９）（５）（５）（１７）（５）（１１）（９）（１２）（１５）（１１）（１５）（７）

③（定期昇給とベース
アップを実施）

１９ ２３ ２１ １１ ３２ ２３ １８ ２６ １４ ２０ １３ ５ １６
（２５）（２８）（１３）（２６）（３３）（５０）（２４）（３０）（２７）（２４）（１８）（－）（２１）

�引き下げ・引き下げ予
定

３ ２ ５ ０ ０ ０ ４ ３ ２ ５ ４ １５ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（－）（－）（４）（－）（－）

�前年並みとした １５ １５ ２３ ２１ ６ ９ １４ １０ １７ １４ １７ ３０ １１
（１１）（１２）（１６）（１６）（８）（１０）（１０）（９）（１２）（１３）（４）（１５）（１２）

�今のところ未定 １７ ２０ ２８ １６ １８ １４ １５ １０ １６ ２３ ２５ ２５ ７
（１１）（１０）（１６）（１１）（６）（５）（１２）（１０）（５）（１５）（３２）（１５）（５）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１０〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向（n=377）
（単位：％）

特別調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

ｏ．２９０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　特別調査  2020.07.29 13.14.37  Page 10 



調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収

調査内容
道内景気の現状と先行き、および賃金の動向につ
いて

回答期間
２０２０年５月下旬～６月中旬

本文中の略称
（Ａ）景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

（Ｂ）ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８８ ８９ ８７ ８４ ９７ ８６ ８７ ８５ ９１ ８８ ８７ ８０ ８９
（９１）（９０）（８９）（１００）（８３）（９５）（９１）（９２）（９０）（９１）（９３）（９２）（９１）

�雇用の維持・確保 ５１ ５０ ５４ ３２ ５３ ５７ ５１ ６０ ３５ ４４ ５７ ６０ ５５
（５４）（５３）（４１）（４２）（６９）（５５）（５４）（５５）（４８）（５３）（５９）（６２）（５７）

�世間相場 ２２ ２１ ２１ １１ ２７ ２４ ２２ ２３ ２５ ２８ １７ ２０ １６
（１９）（１９）（１６）（１１）（３１）（１０）（１９）（１８）（２０）（２０）（１９）（１５）（２１）

�物価の動向 ９ １４ １８ １１ １２ １４ ７ ７ ４ ９ １３ ５ ９
（６）（５）（５）（５）（３）（５）（６）（５）（９）（９）（７）（－）（２）

�その他 ２ １ ０ ０ ０ ５ ３ ３ ４ ０ ０ １５ ２
（１）（２）（－）（－）（３）（５）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９２ １００．０％
札幌市 １４９ ３８．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２１．９
道 南 ３５ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５８ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６４ １６．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６８５ ３９２ ５７．２％
製 造 業 １９３ １１９ ６１．７
食 料 品 ６８ ４３ ６３．２
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２２ ６２．９
非 製 造 業 ４９２ ２７３ ５５．５
建 設 業 １３９ ７５ ５４．０
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 ８７ ４６ ５２．９
運 輸 業 ５１ ２７ ５２．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ４５ ５６．３

〈図表１２〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）（n=373）
（単位：％）

調 査 要 項

特別調査
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今回の調査では、道内景気は景気判断DIが３年連続で低下となりました。コロナ禍によ

る需要の減少が影響しているとの生の声が多く寄せられています。

賃上げは、定期給与の引き上げの割合が５年ぶりに低下となりました。賃上げを実施した

企業についても、今後の引き上げには慎重な声が聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

５．建設業

【道内景気の現状と先行きについて】

＜食料品製造業＞ 内需が回復しても外需が

戻るにはタイムラグが大きい。アメリカとの

関係性のバランスはあるが、中国から日本へ

の需要喚起ができるのであれば中国を優先す

べきである。

＜食料品製造業＞ コロナ禍からの回復時期

が今後の動向を左右する。他社の参入を念頭

に置き、自社の強みをどれだけ活かせるかが

重要。生活様式の変化に対応できるよう、会

社体質を強化する必要がある。

＜製材業＞ いかにコロナ問題と景気対策を

両立させるかが重要。最低限の企業（外食産

業含む）が生き残れるくらいに経済を動かさ

ないことには、政府は予算を使っても、あと

で我々に税金として戻ってくるだけ。消費喚

起がなければ景気は回復しないと思う。

＜金属製品製造業＞ 今回のパンデミックに

より景気の回復が急務とされる中、今後公共

事業への予算が削られることを懸念する。

＜印刷業＞ コロナ禍による休業補償や自社

の責任外の部分への国の対策が弱いと思う。

グローバルな社会で、それぞれの国の「自国

第一主義」がますますコロナ禍をひどくさせ

ている。

＜印刷業＞ 観光やインバウンド需要のウエ

イトが高い北海道経済において、新しい労働

環境や産業で労働力を確保する必要がある。

特に北海道独自のIT産業の構築や、地場産業

の大型化による労働力確保などで、活発な経

済活動に導くことが必要である。

＜建設業＞ 中国を生産拠点としている物資

が依然として多く、商品・部品の納入が以前

の状況に戻るまで相当の時間を要する。建築

業界での影響はこれから出てくる。来年度

は、コロナ対策費用・予算の影響により公共

工事予算が減額されると思われる。

＜建設業＞ ネットの普及により、銀行など

窓口業務は減少する方向だったが、今回の取

り組みにより物販も含めオンライン・通販の

動きが加速すると思う。通信教育などでもオ

ンライン化が進むと、対面を必要とする業種

の雇用の減少が懸念される。大きな補正予算

が組まれているが、収束後の消費税・法人税

の値上げが心配。

経営のポイント

道内企業の賃上げに慎重さ拡大
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜電気工事業＞ 現状、公共投資は継続して

増加傾向であるのに対して、個人・民間消費

の見通しが厳しい。

＜食料品卸売業＞ 世界的な政情不安の長期

化や、中国の行動が世界経済の不安定化につ

ながっている。このような中でインバンドの

回復を見込むことは厳しく、また、輸出の取

組みも停滞せざるを得ない。消費行動の委縮

も継続すると考えられる。短期的には公共投

資による中小企業支援が重要であるが、一方

で後継者問題等による廃業その他の再編・淘

汰が進む。

＜電気機械器具卸売業＞ 観光などサービス

業を中心に、急速に資金繰りに苦慮される企

業が増加している。国や自治体・金融機関の

一層の支援が急務であり、確りとした支援が

本道経済の落ちこみを少しでもカバーするの

ではないか。

＜燃料小売業＞ コロナ禍の影響で観光業の

落ち込みが北海道経済には懸念されるが、ア

ジア圏を中心としたインバウンドの回復には

年単位での時間がかかると思われる。昨今、

ホテル業や小売業、飲食業など、インバウン

ドに期待して事業展開していた企業が多いこ

とから、影響は長期にわたるものとみられ、

特に体力のない中小零細企業の事業継続が心

配される。

＜運輸業＞ 飲食業では３密を避けようとの

動きは持続され、業務用需要が相当低下する

と思う。ホテル等での宴会や懇親会等は激減

し、観光業ではバス旅行等の典型的な３密が

形成される状況は考え直さざるを得ない。

＜観光ホテル＞ 道内観光業界はインバウン

ドと道外客の割合が大きく、お土産品や飲

料・食料品仕入れ業者など、関連業界含めて

道内景気に与える影響は甚大である。「GoTo

キャンペーン」による観光需要喚起が行わる

が、回復には相当な時間を要するものと考え

る。コロナ禍収束やワクチン開発が行われな

ければ、本格的な回復は見込めず、最低１年

程度は要するものと思われます。

＜都市ホテル＞ ホテル業界においては、コ

ロナ禍の影響を最も受けており、宿泊（イン

バウンド・国内観光の減少）、宴会（ブッ

フェスタイルの懇親会への危機感）ともに大

きな減収減益である。まず、ここが回復しな

いことには雇用も生まれない。今後の政府対

応や、インバウンド（特に中国）の動向に

よって回復の曲線が変化すると考える。

＜環境コンサルタント＞ 北海道経済におい

て、インバウンドなしの状況は考えられな

い。新幹線、空港拡充、ニセコ地区開発、そ

れに伴う高速道路整備など、コロナのワクチ

ンが出来なければ経済発展が一気に止まる。

コロナに負けない社会整備が重要と考える。

経営のポイント
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１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

５．建設業

【賃金動向について】

＜飲料品製造業＞ 今年の４月までは人員が

不足していたが、６月から新たな人員を迎え

て必要な人員は確保できた。ここ数年続いて

いた人手不足を解消するために、昨年の４月

より全社員の給与の見直しを行った。業績に

もよるが毎年のベースアップなどは推し進め

ていく予定。

＜食料品製造業＞ 今後の雇用の維持・確保

を考えた場合、定期昇給および賞与支給に関

しては毎年実施するようにしたいが、収益が

確保できない中では慎重に対応していかざる

をえない。

＜木製品製造業＞ 最低賃金対策や、同一労

働・同一賃金などに合わせた社内規定の改定

を進めている。

＜機械器具製造業＞ 中途採用を目的に賃金

を上げた。本州方面を主にUターン・Iター

ンで北海道に住みたい人を狙う。コロナで景

気が落ち込んだ今が好機と考えている。

＜鉄鋼業＞ ここ数年は最低賃金の底上げや

消費税増税により、以前より大幅に昇給して

いる。しかし、社会保障費の値上げにより可

処分所得はそこまで増えている実感がない。

個人消費の落ち込みは可処分所得の減少が一

番の事由であると考えられるため、企業への

法人税免除より、個人への税負担を減少させ

るほうが良いと思う。

＜コンクリート製品製造業＞ 慢性的な製造

工の不足に悩んでいるため、労務費のアップ

を悩んでいる。

＜肥料製造業＞ 賞与などの特別給与は、会

社の業績にかかわらず、一定の支給を継続し

ている。製造業種で取り扱う機械装置は、各

種資格と熟練技術が必要となっているため、

雇用維持、確保の観点から特別給与は業績が

赤字であっても支給している。

＜住宅建築業＞ 働き方改革により賃金増と

なっているが、販売単価に反映させられない

部分もあり、徐々に苦しくなってきている。

自社の改善などにより多少は吸収している

が、適正価格での取引が最低条件だと思う。

＜建設業＞ 人手の確保と定着を優先し、ま

た、若手人材を積極的に採用して、次世代へ

向けて企業の安定に取り組んでいる。そのた

めの１つとして賃金を本社（東京）ベースに

引き上げて社員のモチベーションの改善を

図っている。

＜内装工事業＞ 技術者は建設キャリアアッ

プシステムのレベル評価で決定している。内

勤管理者については、成果型だったが今後は

色々な働き方があるので新しいスタイルを検

討する。

経営のポイント
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜靴卸売業＞ ３月から５月までコロナ禍に

よる売上低迷により上期の業績が深刻な状況

となり、定期給与については定期昇給のみと

した。また夏季の特別給与は業績に連動した

査定となっており、大きく下がることが予想

される。冬季分はまだ見込みが立たない。

＜鋼材卸売業＞ 働き方改革に基づいて給与

を引き上げたばかりであり、今後自社の業績

を維持できないと問題となる。

＜化学製品卸売業＞ 売上減少により人員数

にやや過剰感もある中で、雇用を継続するた

めにやむを得ず今年度の昇給を見送った。賞

与についても同様の対応をせざるを得ないと

考える。

＜リサイクルショップ＞ 現状は適正な賃金

と考えていますが、今後は業務内容を分析し

てスキルに合った報酬を支払うシステムを構

築予定。

＜バス会社＞ コロナ禍の収束が無ければ、

今後は賃金の見直し検討が必要。

＜都市ホテル＞ 今年度は、期首より従業員

の一時帰休等を実施しており、賃金支給に関

しては厳しい結果（特に、昇給や賞与に関し

て）が予想される為、従業員のモチベーショ

ン維持が課題になる。また、テレワークや一

時帰休実施の結果として、既存業務の問題点

が顕在化。今後、組織や業務の再構築も生じ

ると思われる。

＜観光ホテル＞ コロナ禍による売上減少

と、今後の見通しから、正社員のみで営業し

ていく。派遣、アルバイト、外国人インター

ン生は当面見合わせる方針。賃金引き上げは

難しい状況だが、外注業務の内製化等によ

り、正社員の雇用を維持していく。同一労

働・同一賃金により、派遣時給が上昇してお

り、足元の人員過剰感から採用しにくい状況

にある。

＜廃棄物処理業＞ 前期の業績は良かったの

で通常賞与＋決算賞与も支給した。また、消

費税アップ分を考慮してベースアップも実施

した。しかし今期はコロナ禍により売上、利

益とも下がるので、何とか通常賞与の支払い

は継続したい。

＜建設コンサルタント＞ 同一労働・同一賃

金への対応で、今年度は嘱託職員及び臨時職

員の給与改定が喫緊の課題となっている。諸

規定の改正準備を進めているが、施行後は労

務費が相当額増加する見通しにある。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

アイヌ民族文化財団ＨＰ（https : //ainu-upopoy.jp）

はじめに

２０２０年７月１２日、ついにウポポイがオープンしました。ウポポイはアイヌ文化を復興・発展さ

せるための国立施設「民族共生象徴空間」の愛称。「（おおぜいで）歌うこと」という意味のアイ

ヌ語で、響きがなんともカワイイ。

運営主体である公益財団法人アイヌ民族文化財団のホームページ（https : //ainu-upopoy.jp）に

は以下のように記載されています。「ウポポイ（民族共生象徴空間）は、アイヌ文化を復興するた

めの空間や施設であるだけではなく、我が国の貴重な文化でありながら存立の危機にあるアイヌ

文化を復興・発展させる拠点として、また、将来に向けて先住民族の尊厳を尊重し、差別のない

多様で豊かな文化を持つ活力ある社会を築いていくための象徴として位置づけられています」。

ウポポイの開設は、近現代のアイヌ民族の歴史においてエポックメイキングな出来事であり、

本稿では、その概要と現代社会における意義や役割について私見を述べたいと思います。

ウポポイ開設まで

最初に、開設に至るまでの経緯につ

いて簡単に触れておきましょう。とは

いえ、その起点をどこにおくべきか悩

みます。１８６９年、アイヌの人々がヤウ

ンモシリ（陸の島）と呼んでいたこの

島が、北海道と命名され日本の近代国

家に統合された時でしょうか？あるい

は１８９９年、アイヌ民族への同化政策を

推進した「北海道旧土人保護法」が制

定された時でしょうか。それとも同法の廃止とセットになって制定された１９９７年の「アイヌ文化

振興法」？

個人的にはやはり２００７年に国連で「先住民族の権利宣言」が採択されたことを受け、翌２００８

年、日本の衆参両院で「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」が全会一致で可決され

たことが、画期となったように思います。同年すぐに内閣官房に「アイヌ総合政策室」が設置さ

れ、２００９年には「アイヌ政策推進会議」が発足。この推進会議の座長は内閣官房長官が務め、北

海道アイヌ協会理事長、北海道知事、札幌市長、その他アイヌ民族メンバーや有識者によって構

成されています。「民族共生の象徴となる空間」の設置に向けての検討が開始されたのは２０１０年の

こと。２０１１年には作業を具体的に推進するための「アイヌ政策推進作業部会」も設けられ、以

アイヌ文化が開く未来
～「ウポポイ」オープンに寄せて～

寄稿

札幌大学地域共創学群 教授

本田優子
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― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

博物館内の展示 伝統的コタンゾーン

来、様々な課題について議論が重ねられてきました。

ところがその後、ウポポイ開設と同じ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック誘致が決定

しました。私を含む関係者は「お金がなくなったと言って、ショボイものになっちゃうんじゃな

いの？」とか「オープンが延期されるんじゃないの？」と心配したのですが、「オリンピック開

会式の前に世界に誇れる博物館のオープンを」というアイヌ政策推進会議座長・菅官房長官の発

言により、さらに動きが加速したように思います。２０１４年には民族共生象徴空間の整備・運営に

ついての基本方針が閣議決定され、年間集客目標１００万人が掲げられました。そして２０１９年のア

イヌ施策推進法制定を経て、いよいよ迎えた今年。４月に予定されていたオープンが新型コロナ

ウイルスの影響で遅延するなど想定外の出来事もありましたが、無事７月開業にこぎつけました。

ウポポイの特徴

① 国立アイヌ民族博物館

ウポポイの中核施設である国立アイヌ民族博物館は、東京以北では初の国立博物館になりま

す。九州国立博物館（２００５年開館）が、我が国としては最後の国立博物館になるという見方があ

りましたが、前述のような世界的動向もあり、ある意味「別格」として設立が決まったようです。

館内の展示はさすがに博物館の専門家集団が議論と熟慮を重ねた内容となっており、資料も第

一級。伝統的なアイヌ文化はもちろん、現代に息づくアイヌ文化の多様性も表現されています。

詳細は紙幅の関係上、HP等でご覧ください。

ただ、ここで私が改めて強調したいのは、この国立博物館の基礎を築いたのが地元白老の一般

財団法人アイヌ民族博物館（１９８４～２０１８）だったということです。ここではアイヌ民族自身が自

らの文化を発信して社会的な理解を促進するとともに、多くのアイヌの人々の雇用を創出してき

ました。また、全道各地のアイヌの古老たちへの聴き取りを中心とする膨大な音声記録は、今日

のアイヌ文化研究を支える重要な基礎資料となっています。今回の国立博物館が、国の一声で

「降ってきた」というような物言いを耳にすることがありますが、決してそうではなく、白老の

アイヌ民族の先人たちが言い知れぬ労苦と共に刻んできた歴史の礎上にあることを、私たちは決

して忘れてはならないと思っています。

ｏ．２９０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１６～０２２　寄稿（本田）  2020.08.12 10.20.29  Page 17 



寄稿

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

（施設リーフレットに筆者が加筆）

② 国立民族共生公園

ウポポイの大きな特徴は、博物館のみならず、フィールドミュージアムと言われる広大な国立

民族共生公園が併設されていることです。園内の体験交流ホールでは、「シノッ（アイヌの歌・

踊り・語り）」と「イノミ（アイヌの祈り・歌・踊り）」という２種類の舞台公演やアニメーショ

ン放映が行われています。また、伝統的コタンのゾーンには茅葺きチセ（家）群が設置され、近

くに設けられた屋外ステージでも芸能を鑑賞することができます。工房では、木彫、刺繍や織物

などの技を実感できます。その他、様々な体験プログラムが準備されていますが、こちらもHP

でご覧ください。中でも体験交流ホールの公演「イノミ」は、何度見ても感動のあまり涙がこぼ

れます。芸能としての素晴らしさはいうまでもありませんが、現代に生きるアイヌの若者たちが

「伝統」をどのようにとらえ向き合うのか、行く手を照らしてくれるような舞台となっています。

ウポポイの入場料１，２００円（高校生６００円、中学生以下無料）が、従来の国立博物館と比較して

高額だという批判もありましたが、このような充実した体験型プログラムが含まれている点を考

えるならば、むしろリーズナブルな価格と言えるでしょう。

③ 第一言語はアイヌ語

私がとりわけ画期的と考えるのは、博物館展示の第一言語がアイヌ語となっている点です。６

つのテーマ展示すべてにアイヌ語がつけられ、アイヌ語での解説文も多くのアイヌ民族が自ら作

成したものです。博物館展示のみならずウポポイ内のあらゆる施設にも、アイヌ語名が表示され

ています。アイヌ語になじみのない方々にはカタカナの羅列のように感じられるかもしれません

が、この機会に少しだけ説明させていただきます。

中核施設である国立アイヌ民族博物館のアイヌ語名は「アヌココロ アイヌ イコロマケン

ル」。そもそもアイヌ語がアイヌ民族の日常に息づいていた時代、アイヌ社会に「国立」という
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

概念はありません。当然ながらそれを表現するアイヌ語も存在しないので、新たなアイヌ語が作

られました。「アヌココロ」は「私たちが共有する」。これで「国立」を表現しています。「アイ

ヌ」は本来「人間」という意味ですが、ここでは「アイヌ民族」というニュアンスが強いでしょ

う。「イコロマケンル」は、「イコロ＝宝物、オマ＝入っている、ケンル＝建物」と分解できま

す。博物館というより宝物館というニュアンスですが、展示・収蔵されている資料の価値を考え

れば、たしかに宝物館に違いありません。

このほかにも、「イトノンテ トゥンプ（授乳室）」「イホク スウォプ（自動販売機）」等々、現

代の生活を表現するために必要なたくさんのアイヌ語が新たに作られました。アイヌ語研究者や

アイヌ語教育の実践者が集まり、議論を重ね、かつては存在しなかった一つ一つの名称を考案し

たのです。これは、後述するアイヌ語復興の試みにおいて記念碑的出来事と言えるでしょう。

なかでも私は、「民族共生象徴空間」のアイヌ語訳である「ウアイヌコロ コタン」に強く心

惹かれます。「ウ＝互いに、アイヌコロ＝尊敬する・敬う、コタン＝集落」。単に「共に生きる」

ではなく、「互いに尊敬しあう」という意味のこのネーミングには、アイヌ民族が潜り抜けてき

た歴史の重みと未来への願い、そしてなによりもウポポイがこれから果たすべき役割が象徴的に

示されているように思います。

アイヌ文化を発信する若者たち

ウポポイは多くの若者たちの職場であり活躍の舞台でもあります。若者たちの中にはアイヌ民

族もいれば、そうではない人もいますが、皆アイヌ文化の力を信じ人生を賭けて集まった人たち

です。そこには、私が所属する札幌大学の卒業生もたくさん含まれています。彼ら／彼女らにつ

いても紹介させてください。

そのためにはまず、恐縮ですが私のプロフィールから。金沢市で生まれた私は北海道大学卒業

後、１９８３年、萱野茂先生（１９２６～２００６。当時二風谷アイヌ文化資料館館長）の助手として平取町

二風谷に移り住みました。二風谷は人口約３３０人（７月末現在）の小さな集落ですが、アイヌの

伝統文化を受け継ごうとする人々が多く住んでいることで知られています。ここでアイヌ語教室

子どもの部講師を務めるようになった私の中に、アイヌの子どもたちの教育に関する強い問題意

識が生まれてきました。一つは、大学進学率が全道平均値の半分以下というアイヌの子どもたち

に大学進学の道を拓きたいということ。もう一つは自らの民族文化を学ぶ機会がないアイヌの若

者たちに学びの場を提供する必要があるということでした。

２００５年、私は札幌大学文化学部にアイヌ文化を専門とする教員として着任しました。２００９年、

思いがけず文化学部長というポストが与えられることになり、自分がなにをなすべきか問う中

で、２０１０年、ウレシパ・プロジェクトが生まれました。「ウレシパ」とは「育てあう」という意味

のアイヌ語です。このプロジェクトの推進母体が、一般社団法人札幌大学ウレシパクラブ（以

下、ウレシパクラブ）であり、アイヌ文化を学ぶ札幌大学の学生たちと、彼らを支援しつつ自ら

もアイヌ文化に関わっていこうと考えてくださっている企業や一般の方々によって構成されてい

ます。

ウレシパ・プロジェクトには、３つの柱があります。
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① ウレシパ奨学生制度：ウレシパ・プロジェクトの根幹をなす制度です。アイヌの若者たちの

大学進学を可能とするためには、経済的問題を解決しなければなりません。そこで本学では、入

学金・授業料と同額のウレシパ奨学金を給付することにしました。その代わり、ウレシパ奨学生

たちは必ずウレシパクラブに所属し、必死でア

イヌ語・アイヌ史・アイヌ文化を勉強し、対外

的な発信活動を行う義務を負います。その過程

で鍛えられ、アイヌ民族の次代を担う人材とし

て育っていきます。これは、かつて二風谷で暮

らしていた時期の私が願っていた２つのことを

実現する道でした。もちろんアイヌ民族に特化

した奨学金の給付など日本では前例のないことですから、当初、学内では様々な批判や反対意見

もありましたが、なんとか導入することができました。

② ウレシパ・カンパニー制度：一般企業にお願いし、カンパニー会員として共に学生たちを育

てていただく制度です。今では知名度の高い多くの企業がウレシパクラブを支えてくださってお

り、それは私たちの活動への大きな安心感にもつながっています。北洋銀行にも横内龍三頭取の

時代からご支援いただいています。

③ ウレシパ・ムーブメント：このプロジェクトの重要な点は、アイヌではない学生も、アイヌ

文化を学び、ウレシパ奨学生たちと共に活動する過程で「多様性」を尊重する感覚を養うことが

できるということです。また、全国各地のウレシパクラブの一般会員（年会費１口２，０００円）の

方々も私たちの活動を支え、アイヌ文化の発信を手伝ってくださっています。

第１期ウレシパ奨学生３名が卒業したのは、２０１４年３月のことでした。全員、ウレシパクラブ

の活動を中心的に担い学業成績も優れていたということで、卒業式では学長表彰を受けました。

しかもそのうちの一人の女性は、経済的な問題から大学進学を断念していたのですがウレシパ奨

学生として社会人入学し、ダントツ一位の成績を修めました。自らが縫った華やかな民族衣装を

まとって登壇し、総代として学長から卒業証書を受け取った姿は、今も私の目に焼き付いていま

すが、その彼女は現在、国立アイヌ民族博物館の学芸員を務めています。

また、第２期奨学生の一人は卒

業後、ウレシパ・カンパニーの一

つである民間企業に就職しまし

た。一部上場企業であり働き甲斐

もあるその会社で、彼は充実した

サラリーマン人生を送っていまし

たが、悩んだ末にウポポイ職員へ

と転職しました。

「民間で働くならあの会社はベ

ストだった。けれどもやはりアイ

ヌ文化のプロとして生きていこうと決心した」と彼は語っています。
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このように、これまで第１期から第７期までのウレシパクラブ卒業生３１名（うちウレシパ奨学

生１９名）のうち１３名、すなわち３分の１以上がウポポイに就職しているのです。それゆえ、私に

とってウポポイは単なるアイヌ文化施設ではなく、ウレシパクラブ卒業生たちの未来がかかって

いる重要な場なのです。

政府はウポポイの機能として、１．展示・調査研究機能 ２．文化伝承・人材育成機能 ３．

体験交流機能 ４．情報発信機能 ５．公園機能 ６．精神文化尊重機能の６つを挙げています

が、私が特に大きな関心を寄せ注視しているのが、２番目の文化伝承・人材育成機能です。志高

く有為なアイヌの若者たちを数多く受け入れ、アイヌ文化のナショナルセンターを銘打って創設

されたウポポイだからこそ、人材育成のための教育機能を充実させアイヌ文化を次世代につなぐ

役割を果たしてくれるものと、心から期待しています。

世界の先住民族に学ぶ

中でもとりわけ重要だと考えるのが、アイヌ語の担い手の育成です。アイヌ語は２００９年にユネ

スコが発表した「消滅危機言語リスト」では「極めて深刻」というランクに位置付けられまし

た。これは世界で最も危ない段階に

あるということを意味しており、実

際にアイヌ民族の日常生活からアイ

ヌ語は姿を消してしまっています。

けれども世界には、人々の血のに

じむような努力により日常語として

復活した先住民族言語がいくつも存

在します。たとえばハワイ語もその

一つです。１９００年にアメリカ合衆国

に併合されてからハワイ語の話者は

激減し、ユネスコの危機言語リストではアイヌ語同様「最も深刻」とされました。しかし実際に

はハワイ語話者は増え続けており、その起点となったのは１９８３年の幼稚園「プーナナレオ（こと

ばの巣）」の創設でした。ハワイ大学でハワイ語を学んだ若者たちが、自分たちの子どもをハワ

イ語だけで育てると決心したのです。周りの猛反対を受けながらもハワイ語ネイティブの子ども

たちを育て、その芽を摘まないようにすべての授業をハワイ語だけで行う学校を次々と創設しま

した。今では大学の博士課程の授業もハワイ語だけで行われています。休み時間の会話はもちろ

ん、大学の公式文書もハワイ語です。民族的アイデンティティに裏付けられた教育により、生徒

たちの学力は全米平均を超え、本土の有名大学への進学者も多数輩出しているとのこと。

実はハワイでの動きは、その前年のニュージーランドの先住民族・マオリの人々によるマオリ

語幼稚園「コーハンガレオ（ことばの巣）」の創設にならったものでした。北欧の先住民族サー

ミの人々の言語復興も目をみはるものがあります。今や、先住民族のグローバルネットワークは

民族文化復興のみならずビジネスの世界でも強固なものとなっています。

このような先駆的事例はアイヌ民族にとっての希望であり、導きの糸となるはずです。ウポポ

プーナナレオの園児と遊ぶウレシパクラブメンバー
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イがそのようなネットワークを構築

するハブの役割を果たすことを願っ

てやみません。

アイヌの世界観を体感できる場に

近年、多くの人々がアイヌ文化に

関心を寄せてくださっています。美

しい文様、芸能や食文化etc．…。

様々なアプローチがありますが、私

はアイヌの世界観に心惹かれる人々

が増えていることを嬉しく思ってい

ます。アイヌ民族は、あらゆるもの

にラマッ（魂）が宿ると考えてきました。自然界に存在するもののみならず、人間が作った器物

もまたカムイとして尊ばれます。カムイは「神」と訳されることが多いのですが、唯一絶対の存

在ではありません。万物がアイヌモシリ（人間の世界）とカムイモシリ（カムイの世界）との魂

の循環のなかに位置づけられています。かつてアイヌ社会に甚大な被害を及ぼした天然痘などの

伝染病ですら、なんらかの役割を持って人間世界を訪れるカムイと考えられていました。

現在、新型コロナウイルスの影響で世界中が先の見えない不安に包まれ、どうしたら「元の世

界」に戻れるのかという模索が続いています。けれども、元の世界に戻ることを私たちの大地は

望んでいるのでしょうか？１９７２年、世界の知性を結集したともいえる国際チーム「ローマクラ

ブ」により『成長の限界』が発表されました。このまま環境汚染や人口増加が続けば１００年以内

に限界が来る、というものでした。それから約半世紀が経とうとしていますが、私たちの社会は

警告に耳を傾けず、行く手に待ち受ける断崖から真っ逆さまに転落する予感におびえつつも、同

じ道を走り続けています。

数年前、AI開発における世界最先端企業のトップのお一人が、私の語るアイヌの世界観に強

い関心を示されました。AIと人間存在の本質的な違いは何なのかを考えざるをえない最先端の

現場において、アイヌ民族の考え方は大きなヒントをもたらしてくれるかもしれないとおっしゃ

いました。まさに「アイヌ文化は最先端」なのです。

アイヌの世界観、それは人間と環境との関係性を哲学として体系化したものだといえますが、

私はウポポイがそのようなことを考えるきっかけと気づきを与える場であってほしいと願ってい

ます。だからこそ一歩足を踏み入れた途端に、かつてのアイヌ社会から生まれ受け継がれてきた

世界観が立ちのぼってくるような濃密な空間であってほしいのですが、とにもかくにもまだス

タートしたばかり。今後、若い世代が大きく成長し、見事なアイヌ文化的空間を築き上げてくれ

るでしょう。そのためには多くの北海道民、日本国民の皆様のご支援が必要です。

どうぞ、Go To ウポポイ！

海外先住民族との交流（ノルウェー）
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◆ はじめに

本道の農業・農村は、豊かな自然と広大な土地を活かした我が国最大の食料供給地域として、

安全・安心で良質な食料を安定的に生産するとともに、食品加工や観光などの関連産業と結びつ

き、地域の経済や社会を支える役割を担っています。

一方では、農家戸数の減少や農業従事者の高齢化、労働力不足など様々な課題に直面してお

り、農業・農村が今後も持続的に発展していくためには、構造的な問題などの解決が期待される

「スマート農業」を積極的に推進し、農作業の省力化や効率化による生産性と所得の向上を図っ

ていくことが必要です。

さらにスマート農業技術を地域へ推進・普及していくためには、地域や個々の営農状況に応じ

た関係者の共通の指針の策定が必要であることから、これまでの取組等を踏まえ、令和２年

（２０２０年）３月に北海道における今後のスマート農業の推進に向けた考えを示す「北海道スマー

ト農業推進方針」を策定しました。

◆ スマート農業とは

スマート農業について、農林水産省のHPでは、『ICT、ロボット技術を活用して、超省力・高

品質生産を実現する新たな農業』と紹介されています。

平成２５年１２月に農林水産省が策定した「農林水産業・地域の活力創造プラン」では、スマート

農業による効率的な農業経営の推進や高度な栽培技術の形式知化など政策改革に取り組むことと

され、令和元年６月２１日に閣議決定された「成長戦略２０１９」では、「農業改革の加速」を図るた

め、令和４年度（２０２２年度）までに様々な現場で導入可能なスマート農業技術が開発され、農業

者のスマート農業に関する相談体制が整うなど、スマート農業の本格的な現場実装を着実に進め

る環境が整うよう、「農業新技術の現場実装推進プログラム」（令和元年６月７日農林水産業・地

域の活力創造本部了承）にも即しながら、研究開発や実証・普及、環境整備を一体的に進めるこ

ととされています。

「北海道スマート農業推進方針」について

寄稿

北海道農政部生産振興局 技術普及課
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図－１ スマート農業の将来像

引用：農林水産省「スマート農業の将来像（平成２６年３月、研究会中間とりまとめ）」より

◆ 「北海道スマート農業推進方針」について

（１）現状と課題

道内では農業従事者の高齢化や後継者不足などによる農家戸数の減少、労働力不足が深刻化す

る中、経営規模の拡大により、１戸当たりの経営耕地面積が拡大してきており、農業経営は一層

の省力化と効率化が求められています。

（地独）北海道立総合研究機構農業研究

本部の「２０１５農林業センサスを用いた北海

道農業・農村の動向予測」（道総研農試資

料、第４２号、２０１８年）では、販売農家戸数

は、平成２７年（２０１５年）に３万８，０８６戸で

あったものが、令和１２年（２０３０年）には、

２万５，０４７戸まで大幅に減少し、販売農家

１戸当たりの平均経営耕地面積も、平成２７

年（２０１５年）の２３．６ha／戸から３２．４ha／戸

まで拡大すると予測されています。

図－２ 販売農家戸数と１戸当たり平均経営
耕地面積の動向予測

資料：（地独）北海道立総合研究機構農業研究本部の動向
予測に、北海道農政部で実測値と予測値を接続
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分 野 現 状 と 課 題

稲 作
・総経営体数が減少する一方で、５ha以上の経営体が増加。
・労働負担を軽減する省力化技術の導入が必要。

畑 作
・総経営体数が減少する一方で、２０ha以上の経営体が増加。
・労働負担の大きい馬鈴しょ・てん菜の作付面積が減少傾向。

園 芸
・労働負担の大きい一部の重量野菜で作付面積が減少。
・労働負担を軽減する省力化技術の導入が必要。

畜 産
・１戸当たり飼養頭数の増加に伴い労働負担が増加。
・労働力不足を補完し生産性の維持が必要。

表－１ 分野別の状況

区 分 年 度 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 元 累 計

GPSガイダンス

システム

（経路誘導装置）

全 国 １１０ ３８０ ５１０ ６３０ ９１０ ８９０ １，０８０ ２，０１０ ２，０７０ ２，９１０ ３，１４０ ３，４２０ １８，０６０

北海道 １００ ３５０ ４８０ ５８０ ８３０ ７８０ ９８０ １，２５０ １，６５０ ２，２００ ２，３３０ ２，５２０ １４，０５０

シェア ９１ ９２ ９４ ９２ ９１ ８８ ９１ ６２ ８０ ７６ ７４ ７４ ７８

自動操舵装置

全 国 ０ １０ ２０ ９０ １４０ １９０ ５１０ ７６０ １，３１０ １，７７０ １，９００ ２，４１０ ９，１１０

北海道 ０ １０ ２０ ８０ １３０ １７０ ４８０ ７３０ １，２２０ １，５９０ １，６９０ １，９９０ ８，１１０

シェア － １００ １００ ８９ ９３ ８９ ９４ ９６ ９３ ９０ ８９ ８３ ８９

表－２ GPSガイダンスシステム及び自動操舵装置の出荷台数の推移
（台、％）

（２）スマート農業の現状

道では、毎年度、国内８社の協力を得てGPSガイダンスシステム及び自動操舵装置の出荷状況

について調査結果を公表していますが、GPSガイダンスシステムの道内向けの令和元年度（２０１９

年度）の出荷台数は前年度を１９０台上回る２，５２０台で、調査を開始した平成２０年度以降の累計出荷

台数は１４，０５０台となっており、累計の約８割が道内向けとなっています。

また、自動操舵装置の道内向け出荷台数は前年度を３００台上回る１，９９０台で、調査開始以降の累

計出荷台数は８，１１０台となり、累計の約９割が道内向けとなっています。

注：GPSガイダンスと自動操舵装置がセットの場合は、両方にカウントする。 北海道農政部技術普及課調べ

出荷台数については１桁目を四捨五入している。
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（３）普及に向けた課題

① 技術情報の共有

高度で実践的な技術の普及を担う農業改良普及センターにおいて、急速に進展するスマート農

業技術の情報やノウハウ等の蓄積が課題であり、普及活動の基本姿勢である「地域の目となり耳

となる普及」、「農業者のそばに立つ普及」、「地域の知恵袋となる普及」を実践するため、普及指

導員が有する栽培管理技術に加え、スマート農業技術の習得や関係機関・団体や企業との情報の

共有化による普及活動の高度化が求められています。

② 人材の育成

スマート農業技術は、適切な技術の選択と情報通信環境やほ場等の条件など、導入に向けた総

合的な条件整備が必要となることから、地域におけるコーディネート・マネジメントを担う指導

人材の育成が求められています。

また、高校生や農業大学校生、大学生など、次代の担い手に対する修学環境等の充実と、即戦

力としての育成が必要となっています。

③ 導入コストの低減

ロボットトラクターや搾乳ロボットなど、導入に要する費用が高額であることから、導入コス

トの低減や費用対効果の検証が課題となっています。

④ 技術の実証

ドローンを活用したセンシング技術によるほ場・農作物生育状況の可視化や、データに基づく

施肥・防除、ロボット関連技術など、多くの技術が開発・市販化に至っており、生産現場での運

用が開始されており、地域や個々の栽培管理体系に即したスマート農業技術の導入を図るために

は、多くの実証と成果の蓄積が必要となっています。

⑤ 農業基盤の整備

農作業の大幅な省力化が可能となるスマート農業の普及には、ほ場の大区画化や農地の排水対

策など、農業基盤整備の実施が求められています。

⑥ 情報通信環境の整備

スマート農業技術の導入では、大容量かつ高速での情報通信ネットワークの構築が必要となる

ことが想定されますが、道内の農家住宅だけでなく農地（ほ場）を面的に補完する情報通信ネッ

トワークの構築は遅れており、中山間地域では携帯電話の不感地帯も数多く存在していますの

で、利用シーン・利用データ量・利用時間帯別に、有線と無線それぞれの情報通信ネットワーク

を組み合わせた環境形成が必要となっています。

ｏ．２９０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２３～０２９　寄稿（農政部生産振興局）  2020.08.04 13.11.39  Page 26 



寄稿

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

区 分 主 な 技 術 の 内 容

省力・効率化技術

ロボット

トラクター

・ほ場情報をもとに走行ルートを設定し、ルートに沿ってハンド

ルを操作、作業機昇降、前進・後進・停止などを自動で行いな

がら走行する技術。（有人監視タイプと遠隔監視タイプがある）

直進アシスト

機能付き田植機

・GNSS位置情報に基づき、直進中のハンドル操作を補助する技術。

・旋回に伴うハンドル操作と植付部の昇降を自動で行うタイプもあるほ

か、田植え作業と同時に、ほ場の作土深と土壌肥沃度を測定し、最適

量の施肥を行う土壌センシング可変施肥タイプもある。

アシストスーツ

・背中や腰に装着し、モーターや空気圧のアシストにより、重量物の運搬時における腰部

への負担を軽減する技術。

・板バネを活用して重量物の持ち上げ等をサポートするタイプや、腕に装着し頭上にある

果実の収穫等をサポートするタイプもある。

哺乳ロボット

・個体別のプログラムに基づいて自動哺乳を行う技術。

・固定式のほか、カーフハッチ等の飼養に対応した移動式もある。

搾乳ロボット

＜ボックス式＞

・搾乳作業の自動化により、労働負担の軽減、乳量の増加、搾乳以外

の作業充実を実現する技術。

・ICTとの連携や、生乳の迅速分析による繁殖管理等が可能。

＜ロータリー式＞

・既存の畜舎を生かし、飼養体系を変えずに、これまでのパーラー方

式に比べて大幅に少ない労力で定時搾乳を実現できる技術。

＜搾乳ユニット搬送装置＞

・繋ぎ飼い牛舎における搾乳作業において、搾乳ユニット搬送を自動

で行うことにより、労働負担を軽減する技術。

＜つなぎ牛舎式＞

・繋ぎ飼い牛舎において、移動台車に懸架した遊動鞍に軽量な自動搾

乳ユニットを懸垂。牛体を捕捉して牛の動きに追従してティート

カップの自動装着を行う技術。

施設環境計測

施設環境制御

＜施設環境計測・制御〉

・施設内に各種センサーを設置し、温度、湿度飽差、日射量、CO２濃度等の環境データ

をリアルタイムに計測。クラウドにこれらの環境データを蓄積・分析し可視化する技術。

・計測データをもとに、生育状況、収穫予測を行い、温室内が生育に最適となるよう、換

気窓やカーテンの開閉、灌水・養液供給などを自動制御する技術。

精密化技術

生産・経営

管理システム

・作業内容や生育状況などの生産データや、会計・労務管理などの経営データを記録・管

理し、ほ場や作物ごとに年間作付計画の作成やコスト・収益などの分析を行うシステム。

・記録・分析したデータを新規就農者等の技術習得にも活用可能。

技術継承

システム

・暗黙知となっている熟練農業者の栽培技術を映像により見える化し、新規就農者等の技

術習得に活用するシステム。

表－３ 導入が期待される主なスマート農業技術

（４）導入が期待されるスマート農業技術

今後、導入が期待されるスマート農業技術として「省力・効率化技術」は１４技術、「精密化技

術」は３技術を暫定的に提示しましたので、その一部をご紹介します。
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技術情報の発信 ・実証成果や技術開発の状況等の各種機会を通じた発信。

人材の育成
・コーディネート等を担う人材育成研修等の実施。
・時代を担う高校生や女性農業者等を対象とした研修教育等の充実。

相談窓口の設置 ・農業改良普及センターに専門相談窓口を設置。

導入コストの低減
・各地の実証成果を踏まえた経済性の検証や各種助成制度の活用と共同
利用等による導入コスト低減の提案。

技術の実証
・各地の技術実証に対する支援。
・普及センターによる成果を活用した普及推進活動。

農業基盤の整備 ・計画的なほ場の大区画化や排水対策、農道整備等の推進。

情報通信環境の整備
・スマート農業技術に応じた有線・無線それぞれの整備検討を支援。
・国の助成制度を活用した費用負担の軽減と地域計画づくりを支援。

表－４ 今後の取組方向

（５）地域でのスマート農業技術の導入の進め方

地域での導入については、次のような基本的な考え方のもとで進めてまいります。

○ 地域（市町村・農協等）において、地域農業の現状・課題の分析と、今後の振興方策を検討

し、その実現のために必要とされるスマート農業技術を選択の上、営農技術体系を整理する

ことが必要です。

○ 農業者がスマート農業技術を導入する場合には、個々の営農状況に応じて導入する技術や目

的、効果、費用、活用できる助成制度などについて、農業者と市町村・農協等が十分に検討

を行い、スマート農業技術の導入効果が最大限発揮できるようにすることが必要です。

○ さらに、スマート農業技術に係る機械・機器の操作やデータ送信に必要な光ファイバ、携帯

電話等の情報通信網の整備、トラクターなどの農作業機械等の効率的な走行を可能とするほ

場の大区画化や排水対策、農道の整備等の農業基盤整備が必要です。

（６）今後の取組方向について

スマート農業技術が地域や個々の営農状況に応じて着実に導入されるよう、技術情報の提供を

はじめ、人材の育成や相談窓口の設置、導入コストの低減などに取り組みます。

（７）推進体制

道段階、市町村段階において、農業者と関係機関からなる推進体制を構築し、関係者がそれぞ

れの役割を果たしながら情報の共有と連携・協働により、地域への円滑な普及と定着を促進しま

す。
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図－３ スマート農業の推進体制図（推進方針より抜粋）

◆ おわりに

農業従事者の高齢化や労働力不足が進む中、本道農業が将来にわたり魅力ある産業として成長

し、今後も活力に満ちた農村地域を形成していくため、生産基盤の整備や担い手の育成・確保と

ともに、幅広い関係者との連携により、新たな技術開発や先端技術を組み合わせた技術体系の組

み立てを推進し、本道農業の競争力強化と持続的な発展に向け、将来を支えていくスマート農業

技術の各地域への一層の導入・普及に向けて取り組んでいきます。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．４ ９９．９ △３．８ ９２．１ △５．９ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年４～６月 ９５．８ △１．７ １０２．８ ０．０ ９５．４ △１．０ １０１．４ △０．２ １０５．７ △０．４ １０４．４ １．０
７～９月 ９３．１ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．５ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．９ ２．１ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９０．９ △２．４ ９８．０ △３．６ ９０．９ △１．７ ９７．３ △３．９ １０７．４ △０．５ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 ９１．２ ０．３ ９８．４ ０．４ ８９．４ △１．７ ９６．７ △０．６ １１３．６ ５．８ １０６．４ ２．３
４～６月 p８３．２ △８．８ ８１．８ △１６．９ p８１．５ △８．８ ８０．５ △１６．８ p１１５．４ １．６ １００．８ △５．３

２０１９年 ６月 ９４．６ △２．７ １０１．５ △２．６ ９５．０ △１．３ ９９．５ △３．２ １０５．７ １．１ １０４．４ ０．６
７月 ９３．９ △０．７ １０２．２ ０．７ ９３．７ △１．４ １０２．０ ２．５ １０７．１ １．３ １０４．３ △０．１
８月 ９３．０ △１．０ １００．５ △１．７ ９２．２ △１．６ １００．０ △２．０ １０２．５ △４．３ １０４．２ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０２．４ １．９ ９１．５ △０．８ １０１．８ １．８ １０７．９ ５．３ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．０ △２．６ ９８．３ △４．０ ９１．２ △０．３ ９８．２ △３．５ １０５．５ △２．２ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．０ ２．２ ９７．７ △０．６ ９１．６ ０．４ ９６．８ △１．４ １０６．２ ０．７ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．７ △１．４ ９７．９ ０．２ ８９．８ △２．０ ９７．０ ０．２ １０７．４ １．１ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ９０．５ △０．２ ９９．８ １．９ ８９．４ △０．４ ９７．９ ０．９ １０５．４ △１．９ １０６．２ ２．１
２月 ９１．４ １．０ ９９．５ △０．３ ８９．６ ０．２ ９８．９ １．０ １０８．８ ３．２ １０４．４ △１．７
３月 ９１．６ ０．２ ９５．８ △３．７ ８９．３ △０．３ ９３．２ △５．８ １１３．６ ４．４ １０６．４ １．９
４月 ８３．８ △８．５ ８６．４ △９．８ ８０．８ △９．５ ８４．３ △９．５ １１３．３ △０．３ １０６．１ △０．３
５月 r ７９．５ △５．１ ７８．７ △８．９ r ７８．４ △３．０ ７６．８ △８．９ r１１３．３ ０．０ １０３．３ △２．６
６月 p８６．２ ８．４ ８０．２ １．９ p８５．４ ８．９ ８０．５ ４．８ p１１５．４ １．９ １００．８ △２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
４～６月 ２２８，６４９△６．６ ４４，７６８△１１．４ ２１，５９１ △５２．１ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３７０ ５．１

２０１９年 ６月 ７８，２１３ １．１ １５，９８２△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２２１ △２．１ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４６△４．４ １５，９０９ △５．２ ５，４１６ △３．６ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

ｏ．２９０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2020.08.18 14.39.38  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５１７ １０．７

２０１９年 ６月 １１，６３０ ７．７ ３，７５２ ７．３ ２３，５７６ ５．６ ５，７５５ ５．６ １１，６５３ ２．０ ２，６８４ △０．１
７月 １２，３４５△４．３ ４，０４６△１０．４ ２３，２６２ ４．２ ５，８７８ ２．０ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２４ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ p ０ △１００．０

２０１９年 ６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２４０ △８０．２ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号

ｏ．２９０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2020.08.18 14.39.38  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０３９ △１２．７ ７２０ ３７．６ １０，６２９ △９．４ ２１，５３２ △１９．１

２０１９年 ６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９２ △１２．９ ２５２ １１．９ ３，５１４ △１０．８ ７，３２８ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３７ △１２．３ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９

２０１９年 ６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８

２０１９年 ６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８

２０１９年 ６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年９月号
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●道内経済の動き

●道内景気と賃金の動向について

●寄稿
アイヌ文化が開く未来
～「ウポポイ」オープンに寄せて～

●寄稿
「北海道スマート農業推進方針」について
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